
資料５

定期健康診断等に関する法令等について

1．労働安全衛生法（抄）
(健康診断)

第六十六条 事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、

医師による健康診断(第六十六条の十第一項に規定する検査を除く。以下こ

の条及び次条において同じ。)を行わなければならない。

２ 事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、

厚生労働省令で定めるところにより、医師による特別の項目についての健

康診断を行なわなければならない。有害な業務で、政令で定めるものに従

事させたことのある労働者で、現に使用しているものについても、同様と

する。

３ 事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、

厚生労働省令で定めるところにより、歯科医師による健康診断を行なわな

ければならない。

４ 都道府県労働局長は、労働者の健康を保持するため必要があると認める

ときは、労働衛生指導医の意見に基づき、厚生労働省令で定めるところに

より、事業者に対し、臨時の健康診断の実施その他必要な事項を指示する

ことができる。

５ 労働者は、前各項の規定により事業者が行なう健康診断を受けなければ

ならない。ただし、事業者の指定した医師又は歯科医師が行なう健康診断

を受けることを希望しない場合において、他の医師又は歯科医師の行なう

これらの規定による健康診断に相当する健康診断を受け、その結果を証明

する書面を事業者に提出したときは、この限りでない。

(健康診断の結果の記録)

第六十六条の三 事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、第六十六

条第一項から第四項まで及び第五項ただし書並びに前条の規定による健康

診断の結果を記録しておかなければならない。

(健康診断の結果についての医師等からの意見聴取)

第六十六条の四 事業者は、第六十六条第一項から第四項まで若しくは第五

項ただし書又は第六十六条の二の規定による健康診断の結果(当該健康診断

の項目に異常の所見があると診断された労働者に係るものに限る。)に基づ

き、当該労働者の健康を保持するために必要な措置について、厚生労働省

令で定めるところにより、医師又は歯科医師の意見を聴かなければならな

い。



(健康診断実施後の措置)

第六十六条の五 事業者は、前条の規定による医師又は歯科医師の意見を勘

案し、その必要があると認めるときは、当該労働者の実情を考慮して、就

業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措

置を講ずるほか、作業環境測定の実施、施設又は設備の設置又は整備、当

該医師又は歯科医師の意見の衛生委員会若しくは安全衛生委員会又は労働

時間等設定改善委員会(労働時間等の設定の改善に関する特別措置法(平成

四年法律第九十号)第七条第一項に規定する労働時間等設定改善委員会をい

う。以下同じ。)への報告その他の適切な措置を講じなければならない。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定により事業者が講ずべき措置の適切かつ有

効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。

３ 厚生労働大臣は、前項の指針を公表した場合において必要があると認め

るときは、事業者又はその団体に対し、当該指針に関し必要な指導等を行

うことができる。

(健康診断の結果の通知)

第六十六条の六 事業者は、第六十六条第一項から第四項までの規定により

行う健康診断を受けた労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、

当該健康診断の結果を通知しなければならない。

(保健指導等)

第六十六条の七 事業者は、第六十六条第一項の規定による健康診断若しく

は当該健康診断に係る同条第五項ただし書の規定による健康診断又は第六

十六条の二の規定による健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要が

あると認める労働者に対し、医師又は保健師による保健指導を行うように

努めなければならない。

２ 労働者は、前条の規定により通知された健康診断の結果及び前項の規定

による保健指導を利用して、その健康の保持に努めるものとする。

2．労働安全衛生規則（抄）
(雇入時の健康診断)

第四十三条 事業者は、常時使用する労働者を雇い入れるときは、当該労働

者に対し、次の項目について医師による健康診断を行わなければならない。

ただし、医師による健康診断を受けた後、三月を経過しない者を雇い入れ

る場合において、その者が当該健康診断の結果を証明する書面を提出した

ときは、当該健康診断の項目に相当する項目については、この限りではな

い。

一 既往歴及び業務歴の調査

二 自覚症状及び他覚症状の有無の検査

三 身長、体重、腹囲、視力及び聴力（千ヘルツ及び四千ヘルツの音に係



る聴力をいう。次条第一項第三号において同じ。）の検査

四 胸部エックス線検査

五 血圧の測定

六 血色素量及び赤血球数の検査（次条第一項第六号において「貧血検査」

という。）

七 血清グルタミックオキサロアセチックトランスアミナーゼ（GOT）、血
清グルタミックピルビックトランスアミナーゼ（GPT）及びガンマーグル
タミルトランスペプチターゼ（γｰ GTP）の検査（次条第一項第七号にお
いて「肝機能検査」という。）

八 低比重リポ蛋白コレステロール（LDL コレステロール）、高比重リポ蛋
白コレステロール（HDL コレステロール）及び血清トリグリセライドの
量の検査（次条第一項第八号において「血中脂質検査」という。）

九 血糖検査

十 尿中の糖及び蛋白の有無の検査（次条第一項第十号において「尿検査」

という。）

十一 心電図検査

(定期健康診断)

第四十四条 事業者は、常時使用する労働者(第四十五条第一項に規定する労

働者を除く。)に対し、一年以内ごとに一回、定期に、次の項目について医

師による健康診断を行わなければならない。

一 既往歴及び業務歴の調査

二 自覚症状及び他覚症状の有無の検査

三 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査

四 胸部エックス線検査及び喀痰検査
かくたん

五 血圧の測定

六 貧血検査

七 肝機能検査

八 血中脂質検査

九 血糖検査

十 尿検査

十一 心電図検査

２ 第一項第三号、第四号、第六号から第九号まで及び第十一号に掲げる項

目については、厚生労働大臣が定める基準に基づき、医師が必要でないと

認めるときは、省略することができる。

３ 第一項の健康診断は、前条、第四十五条の二又は法第六十六条第二項前

段の健康診断を受けた者(前条ただし書に規定する書面を提出した者を含

む。)については、当該健康診断の実施の日から一年間に限り、その者が受

けた当該健康診断の項目に相当する項目を省略して行うことができる。

４ 第一項第三号に掲げる項目(聴力の検査に限る。)は、四十五歳未満の者(三

十五歳及び四十歳の者を除く。)については、同項の規定にかかわらず、医



師が適当と認める聴力(千ヘルツ又は四千ヘルツの音に係る聴力を除く。)

の検査をもつて代えることができる。

(特定業務従事者の健康診断)

第四十五条 事業者は、第十三条第一項第二号に掲げる業務に常時従事する

労働者に対し、当該業務への配置替えの際及び六月以内ごとに一回、定

期に、第四十四条第一項各号に掲げる項目について医師による健康診断

を行わなければならない。この場合において、同項第四号の項目につい

ては、一年以内ごとに一回、定期に、行えば足りるものとする。

２ 前項の健康診断(定期のものに限る。)は、前回の健康診断において第四

十四条第一項第六号から第九号まで及び第十一号に掲げる項目について健

康診断を受けた者については、前項の規定にかかわらず、医師が必要でな

いと認めるときは、当該項目の全部又は一部を省略して行うことができる。

３ 第四十四条第二項及び第三項の規定は、第一項の健康診断について準用

する。この場合において、同条第三項中「一年間」とあるのは、「六月間」

と読み替えるものとする。

４ 第一項の健康診断(定期のものに限る。)の項目のうち第四十四条第一項

第三号に掲げる項目(聴力の検査に限る。)は、前回の健康診断において当

該項目について健康診断を受けた者又は四十五歳未満の者(三十五歳及び四

十歳の者を除く。)については、第一項の規定にかかわらず、医師が適当と

認める聴力(千ヘルツ又は四千ヘルツの音に係る聴力を除く。)の検査をも

つて代えることができる。

3．厚生労働省告示
労働安全衛生規則第四十四条第二項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基

準

労働安全衛生規則（昭和四十七年労働省令第三十二号）第四十四条第二項

の規定に基づき、厚生労働大臣が定める基準を次のように定め、昭和四十七

年労働省告示第九十三号（労働安全衛生規則第四十四条第二項の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める基準を定める件）は、廃止する。

次の表の上欄に掲げる健康診断の項目については、それぞれ同表の下欄に

掲げる者について医師が必要でないと認めるときは、省略することができる。



（上欄） （下欄）

4．関係通達（各改正の趣旨等）
（1）平成元年改正（平成元年基発第 462号）
・最近の高齢化社会の著しい進展等により、脳血管疾患、高血圧症、虚血

性心疾患等のいわゆる成人病を有する労働者が増加している。このよう

な成人病を有する労働者に対し、職務上の適正な配慮がなされない場合

にはこれらの疾病が増悪することもある。さらに、成人病は、いったん

発症すると適切な健康管理をしない限り進行することが多い。したがっ

て、労働者一人一人に着目した疾病の予防とその早期発見のため、定期

的に健康診断を行いその経時的な変化にも留意して適切な健康管理等を

行うことが極めて重要である。

・このため、貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査及び心電図検査を健康

診断項目に加えるとともに、従来からの健康診断項目の内容を充実する

等その積極的な対応を図ったものである。

・本条は、貧血症、肝機能障害、高脂血症、心疾患等の疾病に対応した健

康診断項目とするため貧血検査、肝機能検査、血中脂質検査及び心電図

検査を追加したものであること。

・また、加齢等による聴力低下を早期に把握するため、聴力検査について

その検査方法を規定したものであること。

（2）平成 10年改正（平成 10年基発第 396号）
・高齢化の進展等により脳・心臓疾患等につながる所見を有する労働者が

増加しており、また産業構造の変化や技術革新の進展による労働態様の

変化に伴い仕事や職場で悩みやストレスを感じる労働者が増加している

項目 省略することができる者

身長の検査 二十歳以上の者

腹囲の検査 一　四十歳未満の者(三十五歳の者を除く。)

二　妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映していないと診断されたもの

三　BMI(次の算式により算出した値をいう。以下同じ。)が二十未満である者

　BMI＝体重(kg)／身長(m)2

四　自ら腹囲を測定し、その値を申告した者(BMIが二十二未満である者に限る。)

胸部エックス線検

査

四十歳未満の者(二十歳、二十五歳、三十歳及び三十五歳の者を除く。)で、次のいずれにも該当しない

もの

一　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行令(平成十年政令第四百二十号)第十

　二条第一項第一号に掲げる者

ニ　じん肺法(昭和三十五年法律第三十号)第八条第一項第一号又は第三号に掲げる者

喀痰(かくたん)検

査

一　胸部エックス線検査によって病変の発見されない者

ニ　胸部エックス線検査によって結核発病のおそれがないと診断された者

三　胸部エックス線検査の項の下欄に掲げる者

貧血検査、肝機能

検査、血中脂質検

査、血糖検査及び

心電図検査

四十歳未満の者(三十五歳の者を除く。)



ほか、「過労死」が社会的に問題となっている状況にかんがみ、平成八

年一月の中央労働基準審議会建議「労働者の健康確保対策の充実強化に

ついて」を踏まえ、脳、心臓疾患に関連して必要な一定の健康診断項目

を一般健康診断に加えるとともに、医師の判断により健康診断項目の省

略等ができる範囲について見直すこととしたこと。（※ HDL コレステロ
ールの量の把握、血糖検査の追加）

（3）平成 20年改正（平成 20年基発第 0121001号)
・ 労働安全衛生法では、事業者に対して、労働者の健康の保持増進、疾病

の早期発見・予防のみならず、労働者の就業の可否・適正配置・労働環

境の評価などを判断するために、定期健康診断等の実施を義務づけてい

る。

・ 定期健康診断等における健康診断の項目は、作業関連疾患である脳・心

臓疾患に適切に対応するという観点から、随時その項目を見直してきて

おり、この度、新たな医学的知見が得られたことから、その項目の見直

しを行ったものである。（※腹囲の追加、低比重リポ蛋たん白コレステ

ロール(LDLコレステロール)の導入、尿検査の必須化）

（4）平成 22年改正（平成 22年基発 0125第 1号）
（定期健康診断における胸部エックス線検査及び喀痰検査の対象者の見直

し）

・ 今般の改正は、結核予防法の一部を改正する法律(平成 16 年法律第 133
号)及び結核予防法施行令の一部を改正する政令(平成 16 年政令第 303
号)並びに専門家による検討結果を踏まえ、労働安全衛生規則(昭和 47
年労働省令第 32 号。以下「安衛則」という。)第 44 条第 2 項に規定す
る定期健康診断の特例を廃止し、労働安全衛生規則第四十四条第三項の

規定に基づき厚生労働大臣が定める基準(平成 10 年労働省告示第 88 号)
に規定する定期健康診断の項目の省略基準として、胸部エックス線検査

及び喀痰検査の省略基準を追加するとともに、その他必要な告示の制定

及び所要の改正を行ったものである。



生年月日 年　　月　　日 雇 入 年 月 日

性 別 男　　　・　　女

年　　　月　　　日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日

歳 歳 歳 歳

右 （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

左 （　　　　） （　　　　） （　　　　） （　　　　）

右　　　1000Hｚ １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり

4000Ｈｚ １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり

左　　　1000Ｈｚ １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり

4000Ｈｚ １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり １所見なし２所見あり

検 査 方 法 １オージオ　　２その他 １オージオ　　２その他 １オージオ　　２その他 １オージオ　　２その他

直接　　　　間接 直接　　　　間接 直接　　　　間接 直接　　　　間接

　　年　　　月　　　日 　　年　　　月　　　日 　　年　　　月　　　日 　　年　　　月　　　日

Ｎｏ． Ｎｏ． Ｎｏ． Ｎｏ．

血 色 素 量 （ ｇ ／ ｄ ｌ ）

赤血球数（万／mm3）

Ｇ Ｏ Ｔ （ Ｉ Ｕ ／ ｌ ）

Ｇ Ｐ Ｔ （ Ｉ Ｕ ／ ｌ ）

γ － Ｇ Ｔ Ｐ （ Ｉ Ｕ ／ ｌ ）

ＬＤＬコレステロール（ｍｇ／ｄｌ）

ＨＤＬコレステロール（ｍｇ／ｄｌ）

トリグリセライド（ｍｇ／ｄｌ）

糖 ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼

蛋白 ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼ ─　┼　┼┼　┼┼┼

血 圧 (mm Ｈ ｇ ）

肝 機 能
検 査

血 糖 検 査 （ ｍ ｇ ／ ｄ ｌ ）

検 査

他 覚 症 状

貧 血

　

心 電 図 検 査

氏 名

視 力

聴 力

胸 部 エ ッ ク ス 線 検 査

フ イ ル ム 番 号

喀 痰 検 査

健 診 年 月 日

年 齢

他 の 法 定 特 殊 健 康
診 断 の 名 称

業 務 歴

既 往 歴

自 覚 症 状

歳

身 長 （ ｃ ｍ ）

体 重 （ ｋ ｇ ）

Ｂ Ｍ Ｉ

年　　　月　　　日

（　　　　）

（　　　　）

様式第５号（第５１条関係）（２）（表面）

健　　康　　診　　断　　個　　人　　票

年　　　　月　　　　日

１所見なし ２所見あ
り

１所見なし ２所見あ
り

１オージオ　　２その他

直接　　　　間接

１所見なし ２所見あ
り

１所見なし ２所見あ
り

　　年　　　月　　　日

Ｎｏ．

血 中 脂
質 検 査

─　┼　┼┼　┼┼┼

─　┼　┼┼　┼┼┼
尿 検 査

腹 囲 （ ｃ ｍ ）



年　　　月　　　日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日 年　　　月　　　日

備考
1

2

3

体　重（ｋｇ）

身　長（ｍ）2

4
5

6

7
8

9
10

ＢＭＩ=

「視力」の欄は、矯正していない場合は（　）外に、矯正している場合は（　）内に記入すること。　

「歯科医師による健康診断」の欄は、労働安全衛生規則第４８条の健康診断を実施した場合に記入すること。

「歯科医師の意見」の欄は、歯科医師による健康診断の結果、異常の所見があると診断された場合に、就業上の措置について
歯科医師の意見を記入すること。

「聴力」の欄の検査方法については、オージオメーターによる場合は１に、オージオメーター以外による場合は２に丸印をつける
こと。なお、労働安全衛生規則第４４条第５項の規定により医師が適当と認める方法により行った聴力の検査については、１００
０ヘルツ及び４０００ヘルツの区分をせずに所見の有無を１０００ヘルツの所に記入すること。

「その他の法定検査」の欄は、労働安全衛生規則第４７条の健康診断及び労働安全衛生法第６６条第４項の規定により都道府
県労働基準局長の指示を受けて行った健康診断のうち、それぞれの該当欄以外の項目についての結果を記入すること。

「医師の診断」の欄は、異常なし、要精密検査、要治療等の医師の診断を記入すること。

「医師の意見」の欄は、健康診断の結果、異常の所見があると診断された場合に、就業上の措置について医師の意見を記入す
ること。

Ｂ Ｍ Ｉ は、次の算式により算出すること。

歯科医師による健康診断を
実施した歯科医師の氏名 印

意見を述べた医師の氏名印

健 診 年 月 日

そ の 他 の 法 定 検 査

そ の 他 の 検 査

年　　　月　　　日

医 師 の 診 断

様式第５号（第５１条関係）（２）（裏面）

意 見 を 述 べ た 歯 科
医 師 の 氏 名 印

健 康 診 断 を 実 施 し た
医 師 の 氏 名 印

医 師 の 意 見

歯科医師による健康診断

（１．有機溶剤　　　２．鉛　　　３．四アルキル鉛　　　４．特定化学物質　　　５．高気圧作業　　　６．電離放射線　　　７．石綿
８．じん肺）

労働安全衛生規則第４４条、第４５条若しくは第４７条若しくは第４８条までの健康診断、労働安全衛生法第６６条第４項の健康
診断（雇入時の健康診断を除く。）又は同法第６６条の２の健康診断を行ったときに用いること。

「他の法定特殊健康診断の名称」の欄には、当該労働者が特定の業務に就いていることにより行うことになっている法定の健康
診断がある場合に、次の番号を記入すること。

備 考

歯 科 医 師 の 意 見



労働安全衛生法に基づく定期健康診断

対象者 常時使用する労働者
注）特定業務従事者の健康診断（安衛則第４５条）においては、
労働安全衛生規則第１３条第１項第２号に掲げる業務に常時
従事する労働者※

健康診断項目 ① 既往歴及び業務歴の調査
② 自覚症状及び他覚症状の有無の検査
③ 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査
④ 胸部エックス線検査及び喀痰検査
⑤ 血圧の測定
⑥ 貧血検査（血色素量、赤血球数）
⑦ 肝機能検査（GOT、GPT、γ－GTP）
⑧ 血中脂質検査（LDL・HDLコレステロール、TG）
⑨ 血糖検査
⑩ 尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）
⑪ 心電図検査
注）④について、雇入れ時健康診断においては、胸部エッ

クス線検査のみとなっている。

※労働安全衛生規則第１３条第１項第２号に掲げる業務
イ多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく暑熱な場所における業務 ロ多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく寒冷な場所における業務 ハラジウム放射
線、エックス線その他の有害放射線にさらされる業務 二土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく飛散する場所における業務 ホ異常気圧下における業務
へ さく岩機、鋲打機等の使用によって、身体に著しい振動を与える業務 ト重量物の取扱い等重激な業務 チボイラー製造等強烈な騒音を発する場所における
業務 リ坑内における業務 ヌ深夜業を含む業務 ル水銀、砒素、黄りん、弗化水素酸、塩酸、硝酸、硫酸、青酸、か性アルカリ、石炭酸その他これらに準ずる
有害物を取り扱う業務 ヲ鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗化水素、塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、二硫化炭素、青酸、ベンゼン、アニリンその
他これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務 ワ病原体によって汚染のおそれが著しい業務 カその他厚生労働大臣が定め
る業務



労働安全衛生法に基づく定期健康診断項目の変遷

昭和47年（1972）年労働省令 平成元（1989）年労働省令 平成10年（1998）年労働省令 平成19（2007）年厚生労働省令

既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査 既往歴及び業務歴の調査

自覚症状及び他覚症状の有
無の検査

自覚症状及び他覚症状の
有無の検査

自覚症状及び他覚症状の有
無の検査

自覚症状及び他覚症状の有無
の検査

身長、体重、視力及び聴力の
検査

身長、体重、視力及び聴力
の検査

身長、体重、視力及び聴力の
検査

身長、体重、腹囲、視力及び聴
力の検査

胸部エックス線検査及び喀痰
検査

胸部エックス線検査及び喀
痰検査

胸部エックス線検査及び喀痰
検査

胸部エックス線検査及び喀痰検
査

血圧の測定 血圧の測定 血圧の測定 血圧の測定

貧血検査（Hb、RBC） 貧血検査（Hb、RBC） 貧血検査（Hb、RBC）

肝機能検査（GOT、GPT、γ
－GTP）

肝機能検査（GOT、GPT、γ
－GTP）

肝機能検査（GOT、GPT、γ－
GTP）

血中脂質検査（TC、TG）
血中脂質検査（TC、HDL、
TG）

血中脂質検査（LDL、HDL、TG）

血糖検査 血糖検査

尿中の糖及び蛋白の有無の
検査

尿検査（糖、蛋白の有無） 尿検査（糖、蛋白の有無） 尿検査（糖、蛋白の有無）

心電図検査 心電図検査 心電図検査



異常所見への医師の意見

（産業医又は労働者の健康管理等を行うに
必要な医学に関する知識を有する医師が適当）

・労働時間等の情報及び職場巡視の機会の提供
・必要に応じた労働者との面接

・就業区分の意見
（通常勤務、就業制限（就業場所の変更等）、要休業）
・作業環境管理・作業管理に関する意見

定期健康診断及び事後措置の概要

健康診断を行った医師の判定（異常なし、要観察、要医療等）

異常所見者

任意の再検査・
精密検査

任意の
結果の提出

労働者からの意見聴取

事業者による就業上の措置の決定

定期健康診断の実施
（健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針）


